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第１条 身体的拘束の禁止 

 介護保険法等は「サービスの提供にあたっては、利用者または他の利用者等の生命また

は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を

制限する行為を行なってはならない」としている。 

第２条 身体的拘束等への対応原則及び条件 

1. 緊急やむを得ず身体的拘束等を行わなければならない場合は、次の三つの要件を全

て満たし、かつ「身体的拘束等適正化委員会」において定めた手順に従って行う必要

最小限のものとする。 

①切迫性   利用者本人または他の利用者等の生命または身体が危険にさらされて

いる可能性が著しく高いこと。 

②非代替性 身体的拘束その他の行動制限を行う以外に代替えする介護方法がない

こと。 

③一時性 身体的拘束その他の行動制限が一時的なものであること。 

2. 上記、三つの要件をすべて満たすことを、多職種による合議（カンファレンス等）で確

認し、管理者および計画作成担当者の承認を得る。また、速やかに家族や利用者代理

人に理由を説明し同意を得るものとする。 

3. 実施にあたっては、施設サービス計画（ケアプラン）に身体的拘束の内容、理由、期間

等を明記し、適宜見直しを行なう。 

4. 身体的拘束の継続の是非については、随時検討を行ない、漠然とした継続を防止する。

２週間を超えて継続する場合には、改めて委員会等で妥当性を検証し、記録を整備す

る。 

第３条 緊急避難的行為に対する対応 

 「さし迫った危険を避ける」ために緊急避難的に行なった拘束についても、速やかに第２

条に定める手続きを行ない、組織としての判断と記録、および家族へ報告を完了する。 



第４条 身体的拘束等の実施に係る記録 

 身体的拘束等を行う場合は、その態様、時間、利用者の心身の状況並びに緊急やむを得

ない理由、拘束の方法と当面の期間を記録し、完結の日から５年間保存しなければならな

いものとする。 

第５条 身体的拘束等適正化委員会 

1. 身体的拘束を廃止または極力回避するために、事業所に「身体的拘束等適正化委員

会」を置き、月１回定期的に開催する。 

2. 委員会は、医師（管理者）、介護支援専門員（計画作成担当者）、看護職員、介護職員、

支援相談員、リハビリ専門職、管理栄養士等によって構成する。 

3. 法人の虐待防止委員会と一体的に運営することができるものとし、相互に連携して適

正な運営を検証する。 

4. 委員会の審議内容や決定事項は、議事録として保管し、全ての職員に周知徹底させる。 

第６条 職員研修に関する基本方針 

1. 身体的拘束廃止の意識向上と技術習得を目的に、全職員（新入職員を含む）を対象と

した研修を年２回以上実施する。 

2. 研修内容は、拘束がもたらす弊害（身体的・精神的・社会的）、代替となるケアの方法、

不適切なケアを虐待との関連性などを含み、事例研究等を通じて具体的な対応力を

養う。 

3. 勤務の都合等で出席できなかった職員に対しては、伝達研修や資料配布等により、同

等の研修効果が得られるよう措置を講じる。 

第７条 当該指針の閲覧に関する事項 

 本指針は、施設内の見やすい場所（掲示板やサービスステーション等）に常備するほか、

法人のホームページ等に公表し、利用者および家族等がいつでも閲覧できるようにする。 



第８条 身体的拘束等廃止に向けた組織的取り組み 

1. マンパワー不足や認知症、転倒リスクのみを理由とした安易な拘束を行わないよう、

常にチームで代替案を模索する。  

2. 「これは拘束ではないか？」という職員の気づきや疑問を尊重し、情報を共有するこ

とを職員の責務とする。 

3. 身体拘束ゼロを目指し、ハード面（環境整備）とソフト面（ケアの質の向上）の両面から

改善を継続する。 

改訂履歴 

２０１８（平成３０）年 ４月１日 制定 

２０２０（令和元）年２月 １日 第７条・第８条の追加 

２０２６（令和８）年４月１日 改定・施行 


